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公益社団法人 広島県診療放射線技師会  

諸規程 

 

 

事務所規程 

第 1 章  総  則 

（総則） 

第１条 事務所は定款第 2 条にもとづきこの規程による。 

（事務所） 

第２条 事務所は広島市中区堺町二丁目４番２６号ラフィネ堺町２０４に置く。 

（改廃） 

第３条 この規程の改廃は、理事会の決定を経なければならない。 

 

附  則 

1 この規程は平成 7 年 4 月 8 日より施行する。 

2 この改正は、公益社団法人への移行の登記の日から実施する。  

3 平成 24 年 3 月 18 日一部改定 

4 令和 3年 8月 1日一部改定 

5 令和 4年 3月 21日一部改定 

 

 

 

  



組織規程 

第 1 章  総  則 

（目的） 

第１条 この規程は、公益社団法人広島県診療放射線技師会（以下本会という）

定款第３条に定める目的を達成するために組織の運用に必要な事項を

定める。 

（支部の名称） 

第２条 本会の組織運用のために、県内を 9 つの支部に分ける、名称について

は次の通りとする。 

１西部支部 

２広島中央支部 

３北西山縣支部 

４南東安芸支部 

５呉支部 

６福山支部 

７北部支部 

８東広島支部 

９尾三支部 

２ 支部事務所は設けないものとする。 

（改廃） 

第３条 この規程の改廃は、理事会の決定を経なければならない。 

 

附  則 

1 この規程は昭和 54年 3月 2日より実施する 

2 平成 6年 9月 10日第 2条一部改定 

3 平成 16年 5月 30日第 2条一部改定 

4 平成 21年 6月 27日第 2条一部改定 

5 この改正は、公益社団法人への移行の登記の日から実施する。 

6 平成 24 年 3 月 18 日一部改定 

 

     

 

  



会費納入規程 

第 1 章  総  則 

（総則） 

第１条 会費は定款第７条に基づきこの規程によって行う。 

 

第 2 章  会  費 

（会費） 

第２条 会費の年額は、10,000 円とする。 

２ 診療放射線技師籍取得年度の新入会員の初年度会費は無料とする。2 年

目より年会費 10,000 円を納入する。診療放射線技師籍取得 2 年以降の入

会については初年度会費 10,000 円とする、再入会員の初年度会費も

10,000 円とし入会時に納入するものとする。 

３ 会員のうち当該年度に 65 歳に達する者は、会費額を年間 5,000 円とす

る。 

４ 会費中、一定額を相互扶助基金として別に定める。 

第３条 会費の納入期限は当該年度 9 月 30 日までとする。ただし新入会及び

年度途中の入会者は、この限りではない。  

 

第 3 章  会 費 免 除 

（免除） 

第４条 名誉会員は会費をおさめることを要しない。 

2 会員で療養期間が 1 箇年以上にわたる者は、会費免除の取り扱いを受ける

ことができる。 

3 育児休暇を取得した者は、会費免除の取り扱いを受けることができる。 

4 日本診療放射線技師会の 30 年勤続表彰受賞者で 10 万円を納入し、す

でに日本診療放射線技師会の会費免除になっている会員は、61 歳になる

年度より広島県の会費を納めることを要しない。   

（免除申請） 

第５条 前条第 2 項の規程に基づき、会費免除の取り扱いを受けようとするも

のは、1 箇年以上療養したことを証明する証明書を添えて本会に申請す

るものとする。育児休暇の場合はそれを証明するものを添えて本会に申

請するものとする。 



（期間） 

第６条 第 4 条第 2 項の会費免除は、2 箇年を超えないものとする。 

（改廃） 

第７条 この規程の改廃は総会の決定を経なければならない。 

 

附  則 

1 この規程は昭和 54年 3月 2日より施行する。 

2 平成 4年 5月 31日改定 

3 平成 6年 9月 10日第 2条一部改定 

4 第 2条 2項新入会員の初年度会費については、平成 7年度より実施する。 

5 平成 21年 6月 27日第 3条一部改定 

6 この改正は、公益社団法人への移行の登記の日から実施する。 

7平成 23年 6月１日第２条一部改定 

8平成 24年 3月 18日第 2条第 1項、第 2項及び第 3条改定並びに第 4条 

第 3項及び第 5条 2項追加 

9平成 28 年 3 月 13 日第 2 条の 2 を改定、並びに第 4 条の 4 項 

を追加 

10令和 4年 6 月 25 日第 2条一部改定 

 

 

  



役員選出規程 

第 1 章  総  則 

第１条 役員の選出は、役員の選出について下記の必要な事項を定め、定款第２

３条に基づき、役員の選出について必要な事項を定める。 

 

第 2 章  選挙管理委員会 

（設置） 

第２条 役員を選出するために、理事会の承認を得て、選挙管理委員会を設ける。 

（委員の選出） 

第３条 選挙管理委員会は、組織規程第 2 条に定めるそれぞれの支部から 1 名

の委員を選出して構成し、委員長は互選とする。ただし定款第２２条及

び２３条に基づく役員及び選挙の立候補者は、選挙管理委員にはなれな

い。 

（業務） 

第４条 選挙委員会は次の業務を行う。 

１ 選挙の告示 

２ 役員の立候補届けの受理、資格審査、候補者の告示 

３ 投票及び開票の管理と当選の確認 

４ その総会での選挙の結果報告 

５ その他選挙管理に必要な事項 

（任期） 

第５条 選挙管理委員の任期は 2 年とする。 

 

第3章 理事及び監事の選挙 

（立候補届及び推薦届） 

第 6 条 監事及び支部から選出される理事（以下支部選出理事という）は組織規

程第 2 条に定める支部からの立候補制または、推薦制とする。 

２ 前項に定める立候補制により立候補する監事及び支部選出理事は、所属

する支部の組織規程第２条に定める支部の責任者（以下支部長という）の

承認を得て、選挙管理委員会に届出ものとする。 

３ 第 1 項に定める推薦制により、推薦しようとする監事及び支部選出理



事は、前項に定める支部長の推薦を得て、本人の同意書を添えて、選挙管

理委員会に提出するものとする。 

４ 第２項及び第３項に定める支部責任者は５ヶ年以上、本会会員としての

資格を有するもののうちから当該支部で選出する。 

５ 同一人による重複立候補はできない。 

６ 立候補、推薦候補の届出締切りは、第 4 条第 1 項で定める選挙の告示日

以後、総会の日７日前までとする。 

７ 会員外の監事、支部選出以外の理事及び会員外の理事は、理事会の推薦

を経て、総会の出席者の投票総数の有効数の過半数を得なければならない。 

（立候補・推薦届出書等） 

第 7 条 立候補届出等に必要な届出書ならびに様式は、別に定める。 

（理事の定数） 

第８条 定款第２２条に定める定数の内組織規程第 2 条に規程するそれぞれの

支部より選出される理事の定数は、支部ごとに定め、その総数は１1 名

以内とする。 

各支部の定数は以下の通りである 

    西部支部     1 名 

    広島中央支部   2 名 

    北西山縣支部   1 名 

    南東安芸支部   1 名 

    呉支部      1 名 

    福山支部     2 名 

    北部支部     1 名 

    東広島支部    1 名 

    尾三支部     1 名 

2 理事会推薦で理事に立候補できる定数は、１4 名以内とする。 

（選挙の方法） 

第２条  選挙は立候補届けのあった者について、総会に出席している会員の無記 

名投票にて行い、監事については連記制とする。 

2. 前条第 1 項及び第 2 項に定める理事立候補者は、総会に出席している会

員により選挙する。 

（投票の順序） 

第 10 条 投票は次の順序によって行う 

１ 支部選出理事 

２ 理事会推薦理事 

３ 監事 



（当選人の決定） 

第 11 条 当選者は、それぞれ有効投票数を得た者から高点順に決定する。 

 ２ 定数最下位の者が 2 名以上の時は、決戦投票を行い、選出する。 

（無投票当選） 

第 12 条 各選挙を通じ、締切日を経過しても候補者が定数を越えないときは、

総会において無投票で当選者を定めることができる。 

（改廃） 

第 13 条 この規程の改廃は、理事会の決定を経なければならない。 

 

附  則 

1 この規程は、昭和 54年 3月 2日より実施する 

2 平成 6年 9月 10日第 3条、6条、8条、の一部改定 

3 平成 16年 5月 30日 8条の一部改定 

4 平成 21年 6月 27日第 6条、7条及び第 8条の一部改定 

5 この改正は、公益社団法人への移行の登記の日から実施する。 

 

 

  



表彰規程 

（総則） 

第１条 本会はこの規程により次の各項に該当する会員を表彰する。 

２ 名誉会員賞は、定款第５条第２項に基づき承認された者に送る。 

３ 槙殿賞は、放射線技術の学術研究開発において、特に顕著なる功績のあ

った者に送る。 

４ 奨励賞は、放射線技術の学術研究開発に関して、著しい功績のあった者

に送る。 

５ 石井賞は、本会の発展運営に、特に長年にわたり功労のあった者に送る。 

（選考） 

第２条 受賞者の選考は、受賞者選考委員会が行い、会長が決定する。 

（受賞者選考委員会） 

第３条 受賞者選考委員会は、理事会の推薦により、会長がこれを委嘱する。 

2. 委員長は選考委員の互選とする。 

（受賞者） 

第４条 第１条第２項、及び３項の受賞者は、３名以内とし当該年度に限る。 

2. 特別な場合は、物故者でも受賞者選考委員会で認めた者にはこの限りで

はない。 

（表彰） 

第５条 表彰は通常総会にて行うものとする。 

 

（改廃） 

第６条 この規程の改廃は、理事会の決定を経なければならない 

 

附  則 

1 この規程は、昭和 54年 3月 2日より実施する 

2 この規程は新公益法人移行認可がおりしだい施行する。 

3 平成 21年 6月 27日第１条一部改定 

4 この改正は、公益社団法人への移行の登記の日から実施する。 

5 令和 4 年 12 月 18 日第 1 条の一部改定 

 

 

 

  



出張旅費規程 

（適用範囲） 

第１条 当会は、会務の執行のために出張する役員及び会員に支給する旅費実費

弁償などについては、この規程に定めるところによる。 

（出張旅費等） 

第２条 当会より出張する旅費等については次のとおりである。 

旅 費 宿 泊 費 

実 費 実 費 

２ 旅費は、自宅から、開催地までの公的機関を利用した相当額を支払う。 

３ 自家用車を利用した場合も前項と同額支給する。 

４ 宿泊料は、宿泊に要する日数を支給する。 

（精算） 

第３条 出張後は、直ちに別表旅費明細清算書と引換えに通貨にて支払うものと

する。又、前途金がある場合は、これを精算しなければならない。 

（改廃） 

第４条 この規程の改廃は、理事会の決定を経なければならない。 

 

附  則 

1 この規程は、昭和 54年 3月 2日より実施する。 

2 平成 6年 9月 10日第 2条一部改正。 

3 平成 25 年 4 月 1 日第 2 条一部改正。 

4 この改正は、公益社団法人への移行の登記の日から実施する。 

5 令和 4 年 12 月 18 日第 2 条の一部改正。 

 

 

役員及び会員に関する諸謝金規程 

 

この規程は、平成 25 年 4 月 1 日に削除 

 

 

 

  



相互扶助基金運用規程 

（総則） 

第１条 この規程は、会員の相互扶助の精神に則し、会員の団結と共済を目的と

する。 

（基金） 

第２条 会費のうち２００円をもって本規程の基金とする。 

（給付対象及び額） 

第３条 給付は次により支給する。 

２ 結婚は会員のみの場合で、祝電及び５，０００円とする。 

３ 出産は会員の第 1 子のみで３，０００円とする。 

４  死亡 

(1）会員及び会員の配偶者は、弔電、花輪（時価）、及び１０，０００円と

する。 

(2）会員の実父母子は、弔電、及び３，０００円とする。 

５  災害 

お見舞いを一律１０，０００円とする。 

（届出） 

第４条 給付は支部理事経由で会長に届けた場合に限る 

２ 給付の届出期限は当該年度 3 月 31 日までとする。ただしやむを得ない

事情により届出の提出が遅延した場合は、前年度までを受付ける。 

（特別給付） 

第５条 第３条第５項並びにその他の給付については理事会で決定する。 

（改廃） 

第６条 この規程の改廃は、理事会の決定を経なければならない。 

 

附  則 

1 この規程は昭和 54年 3月 2日より実施する。 

2 平成元年 3月 5日改定 

3 平成元年 4月 1日より施行 

4 平成 6年 9月 10日一部改定 

5 平成 11年 3月 27日第 2条一部改定 

6 平成 21年 6月 27日一部改定 

7 この改正は、公益社団法人への移行の登記の日から実施する。 

8 令和 4年 5月 15日一部改定 



役員の報酬及び謝礼金に関する規程 

（目的及び意義） 

第１条 この規程は、公益社団法人広島県診療放射線技師会（以下「当会」とい

う。）の定款第３０条の規程に基づき、役員の報酬に関し必要な事項を定

めることを目的とする。 

（定義等） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定める

ところによる。 

（１）役員とは、理事及び監事をいう。 

（２）常勤役員とは、役員のうち、当会を主たる勤務場所とする者をいう。 

常勤役員のうち、理事は常勤理事という。 

（３）非常勤役員とは、役員のうち、常勤役員以外の者をいう。 

（４）報酬とは、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第５条 

第１３号で定める報酬、賞与その他の職務遂行の対価として受ける財 

産上の利益であって、その名称の如何を問わない。 

（報酬の支給） 

第３条 当会は、常勤役員の職務遂行の対価として報酬を支給することができ

る。 

２ 常勤役員には、常勤役員俸給表（別表）に基づき定額役員報酬を支給する。 

（定額報酬の額決定） 

第４条 当会の常勤理事の定例報酬月額は、常勤役員俸給表（別表）のとおりと

する。 

２ 各々の常勤理事の報酬月額は俸給表のうちから、会長が総会の承認を得て

決めるものとする。 

 （定例報酬の支給） 

第５条 定例報酬の支給日は、毎月末日とし、支給方法は、法令の規定に基づき

控除すべき金額を控除し、その残額を通貨又は当該常勤役員の指定する

銀行口座に振り込む方法により支給する。 

 （公表） 

第６条 当会は、この規定をもって公益社団法人及び公益財団法人の認定等に

関する法律第２０条第１項で定める報酬等の支給の基準として公表する

ものとする。 

（非常勤役員に対する謝礼金） 

第７条 非常勤役員には、公益目的事業である中四国放射線技師協議会主催の

事業、公益社団法人日本診療放射線技師会総会に出席した者に対し謝礼



金を支給することができる。 

（謝礼金額） 

第８条 謝礼金の支給額は１日当たり、中四国放射線技師協議会主催の事業・公

益社団法人日本診療放射線技師会総会は、１０，０００円とする。尚、旅

費交通費に関しては実費を精算し、支給するものとする。 

 （謝礼金の支給） 

第９条 謝礼金の支給日は、各イベント終了後とし、支給方法は、法令の規定に

基づき控除すべき金額を控除し、その残額を通貨又は当該非常勤役員の

指定する銀行口座に振り込む方法により支給する。 

（改廃） 

第 10 条 この規程の改廃は、総会の決議を経て行う。 

（補則） 

第 11 条 この規程の実施に関する必要な事項は、会長が総会の承認を経て、別

に定めるものとする。 

附則 

 １この改正は、公益社団法人への移行の登記の日から実施する。 

 ２平成 30 年 6 月 10 日一部改正 

３令和 4 年 12 月 18 日第 7，8 条一部改正 

 

 

 

（別表）常勤役員俸給表 

号 月額（円） 

１ １００，０００ 

２ １５０，０００ 

３ ２００，０００ 

４ ２５０，０００ 

５ ３００，０００ 

６ ３５０，０００ 

７ ４００，０００ 

 

 

 

 

  



理事会等行動費に関する規程 

（目的及び意義） 

第１条 この規程は、公益社団法人広島県診療放射線技師会（以下「当会」とい

う。）の定款第３１条の規程に基づき、理事会等行動費に関し必要な事項

を定めることを目的とする。 

（定義等） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定める

ところによる。 

(１) 理事会等行動費とは、本会の事業活動において役割を担い、その事業

遂行のために時間的な制約、行動責務を有する場合に支払うことがで

きる手当をいう。   

(２) 理事会等行動費に定める手当、および講師謝礼金はいずれの場合も重

複してはならない。  

 （理事会等行動費の手当基準） 

第３条 理事会等行動費は、理事会などにおいて本会の事業遂行またはそのた

めに移動を伴う行動において、時間的制約および責務を有する場合に、一

人あたり 2,000 円の手当をすることができる。  

２ 理事会等参加のためであって、移動を伴わず通信などを用いた時間的制約

および責務を有する場合に、一人あたり 2,000 円の手当をすることができる。 

 （手当の支給） 

第 4 条 手当の支給日は、理事会等終了後とし、支給方法は、法令の規定に基づ

き控除すべき金額を控除し、その残額を通貨又は当該理事の指定する銀

行口座に振り込む方法により支給する。 

（改廃） 

第 5 条 この規程の改廃は、理事会の決議を経て行う。 

（補則） 

第 6 条 この規程の実施に関する必要な事項は、会長が理事会の承認を経て、

別に定めるものとする。 

附則 

 この規定は、令和 3年 8月 1日から実施する。 

  



記念事業講演会講師謝礼に関する規程 

（趣旨） 

第１条 この規程は５年に一度、公益社団法人広島県診療放射線技師会（以下

「当会」という。）の創立並びに設立記念事業として、広く一般県民に対

し、医療技術や診療放射線技術を通して県民の健康福祉の向上、活性化及

び予防に繋げるため当会において市民公開講座として開催された講演会

につき謝礼を支払う場合において必要な事項を定めるものとする。 

（講師謝礼） 

第２条 謝礼金は原則一講師につき次のように取り扱う。 

(１) 大学教授による講演会謝礼金は、６５，０００円とする。 

(２) 大学教授による記念誌執筆料３０，０００円とする。 

(３) 医師・看護師・放射線技師（当会会員含む）・その他についての講演会

謝礼金は、５０，０００円とする。 

(４) 国及び地方公共団体職員についての講演会謝礼金は、無償とする。 

第３条 謝礼の支給日は、講演会終了後とし、支給方法は、法令の規定に基づき

控除すべき金額を控除し、その残額を通貨又は当該講師の指定する銀行

口座に振り込む方法により支給する。 

 （旅費） 

第４条 旅費は、謝礼とは別途に一律５，０００円とする。ただし、国及び地方

公共団体職員については支払わないものとする。 

２ その往復の路程にかかる旅費が、５，０００円を超える場合には、当該路程

にかかる旅費の実費相当額を支払うこととする。 

（改廃） 

第５条 この規程の改廃は、理事会の決議を経て行う。 

（補則） 

第６条 この規程の実施に関する必要な事項は、会長が理事会の承認を経て、別

に定めるものとする。 

附則 

 この改正は、公益社団法人への移行の登記の日から実施する。 

 

 

  



特定費用準備資金規程 

（目的及び意義） 

第１条 この規程は、公益社団法人広島県診療放射線技師会（以下「当会」とい

う。）５年毎の記念事業の開催、不動産の購入及び多額の物品等の購入を

目的とする。 

（積立ての要件） 

第２条 この積立は、理事会において予算編成をし、その予算を総会に諮り、徴

収した会員の会費及び入会金の中から毎年一定の額を別途銀行口座に預

け入れる。 

（取崩しの要件） 

第３条 この積立資金は、記念事業開催前等に、理事会の決議を経て取り崩さな

ければならない。 

  ２ この積立資金は、５年毎の記念事業の開催、不動産の購入及び多額の物

品等の購入の支出に充てる場合を除き、別の目的で取り崩すことはでき

ない。 

（改廃） 

第４条 この規程の改廃は、理事会の決議を経て行う。 

（補則） 

第５条 この規程の実施に関する必要な事項は、会長が理事会の承認を経て、別

に定めるものとする。 

附則 

 この改正は、公益社団法人への移行の登記の日から実施する。 

1令和 4 年 12 月 18 日第１条及び第３条一部改定 

 

 

  



契約に関する規程 

第１章 基本原則 

（目 的） 

第１条 本規程は、公益社団法人広島県診療放射線技師会（以下「当会」という。） 

における契約業務にかかわる基本的事項を定めることにより、第三者と 

の取引上の紛争の発生を未然に防止し、適正かつ円滑な運営を期するこ 

とを目的とする。 

（適用範囲） 

第２条 本規程は、当会が当事者となる契約にかかわるすべての業務に適用す 

る。但し、１００万円を超えない随意契約及び長期継続契約を締結する 

場合はこの限りではない。 

（定 義） 

第３条 本規程で使用される以下の用語は、それぞれ次の意味を有する。 

（１） 契約書とは、その書面の標題の如何（契約書、協定書、覚書、合意書、 

念書等）を問わず、当事者間でなんらかの権利義務を設定することを約 

束し、署名または記名押印されたものを総称する。 

（２） 契約業務とは、契約締結にかかわる以下の要素および一連の業務を総 

称していう。 

  ① 契約相手方の選定 

  ② 契約条件の立案および調整 

  ③ 契約書案の作成 

  ④ 契約書案の審査 

  ⑤ 契約相手方との交渉 

  ⑥ 決裁 

  ⑦ 契約書の締結手続 

  ⑧ 契約書の国等の許認可申請または届出の実施 

  ⑨ 契約書正本等の管理 

  ⑩ 契約内容の履行状況管理 

  ⑪ 期間管理 

（３） 事案発生部署とは、業務の遂行上、契約を締結する必要性が生じた部署

をいう。 

 

第２章 契約業務の実施 

（契約書案の作成等） 

第４条 第３条（２）①から③の契約業務は、契約責任者が行うことを原則と 



し、会長はこれに協力する。 

２ 契約責任者は理事の中から理事会の決議で選任する。 

（契約書案の審査） 

第５条 第３条（２）④の契約業務は、主として下記の観点からなされる。 

  ① 違法性の有無 

  ② 当社の定める職務権限等との整合性 

  ③ 著しく不利な条件の有無 

  ④ 実務と契約内容との整合性 

  ⑤ 機密保持に関する条件の有無 

  ⑥ 再委託 

  ⑦ 事故時の責任分担 

（契約交渉） 

第６条 第３条（２）⑤の契約業務は、契約責任者が行うことを原則とし、会 

長はこれに協力する。 

（決裁） 

第７条 第３条（２）⑥の契約業務は、契約相手方との交渉がまとまった段階 

で、会長が行う。 

（締結手続） 

第８条 第３条（２）⑦の契約業務は、前条による決裁後速やかに契約責任者 

がこれを行う。なお、締結手続とは、契約書正本の作成ならびに署名者 

の署名または記名押印の取得を総称していう。 

（許認可・届出） 

第９条 第３条（２）⑧の契約業務は、契約の締結に際して国等から許認可を 

受け、もしくは国等に届出をすることが必要な場合には、契約責任者が 

これを実施する。 

（契約書正本等の管理） 

第 10 条 第３条（２）⑨の契約業務は、次のとおり実施される。 

（１） 契約書正本、許可書、認可書および届出受理書（以下「契約書正本等」 

という。）は、少なくとも当該契約の有効期間満了後（残存条項がある

場合には、その条項の満了後）１０年間は主たる事務所にて保管され

なければならない。 

（２） 事業本部は、契約書正本等を鍵のかかる保管場所に保管する等秘密保 

持上問題のない方法で管理し、その閲覧、複写等は必要最小限度に留

めなければならない。 

（履行状況の管理） 

第 11 条 第３条（２）⑩の契約業務は、契約責任者が誠実に行う。 



（期間管理） 

第 12 条 第３条（２）⑪の契約業務は、契約責任者がこれを行う。会長は、期 

間管理が確実に実施されるよう、期間管理の実施状況を確認し、必要 

に応じてこれを支援する。 

 

第３章 随意契約及び長期継続契約 

（随意契約）  

第 13 条 本規程第２条の規定により随意契約の方法で契約を締結することがで 

きる場合は、次の各号の一に該当する場合に限るものとする。  

（１）契約の性質又は目的が、第３条から第１２条までの契約方法に適しな 

いとき  

（２）緊急の必要により、第３条から第１２条までの契約に付すことができ 

ないとき  

（３）時価に比して著しく有利な価額で、契約を締結することができる見込  

みのあるとき  

（４）官公庁、公法人又は公益法人と契約するとき  

（随意契約にする場合の見積） 

第 14 条 随意契約によろうとするときは、契約条件その他見積りに必要な事項

を示して、原則として２人以上から見積書を徴するものとする。ただ 

し、法令により価額を定められている物件を購入するとき、その他必 

要がないと認められるときは、この限りでない。  

（長期継続契約） 

第 15 条 会長が長期継続契約を締結することができる契約は、物品等を借り入 

れ、又は翌年度以降にわたり経常的かつ継続的に役務の提供を受ける

契約で、次の各号に定めるものとする。  

（１）電子計算機、事務用機器、業務用機器及び自動車等の借り入れ等複数 

年度にわたり契約締結することが一般的であると認められる契約  

（２）電子計算機、事務用機器、業務用機器の保守並びに電子計算機処理に 

係るプログラムの保守及び運用に関する契約  

（３）本会の事業運営に係る施設及び付帯設備の保守及び維持管理に関する 

契約  

（４）前各号に掲げるもののほか、会長が適当と認めた契約  

（契約書作成の省略） 

第 16 条 契約責任者は、契約の相手方を決定したときは、遅滞なく本規程第４ 

条、第５条、第８条及び第１０条の定めるところにより、契約書を作 

成しなければならない。 但し、前項の規定にかかわらず、次の各号 



の一に該当する場合は、契約書の作成を省略することができる。  

（１）電気、ガス若しくは水の供給又は公衆電気通信の役務の提供を受ける 

 もの、又は法令等の定めによりその必要がないものであるとき  

（２）契約金額が５０万円を超えない契約 

（３）物品を売払う場合において、買受人が代金を即納して、その物品を引 

き取るとき  

（５）前各号に該当するもののほか、随意契約による場合において、契約書  

を作成する必要がないと認めるとき  

（その他）  

第 17 条 この規程に定めるもののほか、この規程の実施に関して必要な事項 

は、会長が別に定める。  

 

付則 

 本規程は、令和 3年 8月 1日より施行する。 

1令和 4 年 12 月 18 日第２条一部改定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



研修会・講演会講師謝礼に関する規程 

（趣旨） 

第１条 この規程は、当会会員及び広島県内放射線技師に対し、放射線の管理及

び障害防止の調査、放射線技術学の向上及び職業倫理の高揚のため公益

社団法人広島県診療放射線技師会（以下「当会」という。）において開催

された研修会・講演会につき謝礼を支払う場合において必要な事項を定

めるものとする。 

（講師の定義） 

第２条 講師とは、本会が主催する研修会・講習会において専門性の高い特定の

テーマに沿って原則として 30 分以上の講演、解説をする講演者とする。 

（講師謝礼） 

第 3 条 謝礼金は原則一講師、一研修会、かつ、一時間当たりの講演につき次の

ように取り扱う。 

(１) 医師、大学教授・准教授・講師・助手、病院長・部長・所長クラスの

講師等及び職能団体等の役員の講師による研修会・講演会謝礼金は、

３０，０００円とする。 

(２) 当県以外の診療放射線技師、または専門職種の講師による研修会・講

演会謝礼金は、２０，０００円とする。 

(３) 当県の診療放射線技師の講師による研修会・講演会謝礼金は、１０，

０００円とする。 

(４) 医療機器メーカー技術担当者の講師による研修会・講演会謝礼金は、

無償とする。 

(５) 講演が一時間に満たない場合は、所定の割合で減額できる。 

（謝礼の支給） 

第 4 条 謝礼の支給日は、研修会・講演会終了後とし、支給方法は、法令の規定

に基づき控除すべき金額を控除し、その残額を通貨又は当該講師の指定

する銀行口座に振り込む方法により支給する。 

 （旅費） 

第 5 条 旅費は、謝礼とは別途に一律５，０００円とする 

２ その往復の路程にかかる旅費が、５，０００円を超える場合には、当該路程

にかかる旅費の実費相当額を支払うこととする。 

３ ただし、移動を伴わず通信などをもちいた講演の場合は、旅費支払いは発生

しない。 

（改廃） 

第６条 この規程の改廃は、理事会の決議を経て行う。 



（補則） 

第７条 この規程の実施に関する必要な事項は、会長が理事会の承認を経て、別

に定めるものとする。 

附則 

 この改正は、公益社団法人への移行の登記の日から実施する。 

 令和 3年 8月 1日一部改正 

 

 

  



公益事業イベントボランティア謝礼に関する規程 

（趣旨） 

第１条 この規程は、公益事業のために公益社団法人広島県診療放射線技師会

（以下「当会」という。）が開催するイベント運営のためのボランティア

について謝礼を支払う場合に必要な事項を定めるものとする。 

（公益事業イベントボランティアの定義） 

第２条 公益事業イベントボランティアとは、本会が開催するイベントにおい

て運営をサポートする者とする。 

(１) 会員、非会員、診療放射線技師養成校学生など職種は問わない。 

（公益事業イベントボランティア謝礼） 

第 3 条 謝礼金は原則 4 時間当たりのイベント活動につき次のように取り扱う。 

(２) 謝礼金は、1，０００円とする。 

(３) 医療機器メーカー等担当者の謝礼金は、無償とする。 

(４) 活動が一定時間に満たない場合は、所定の割合で減額できる。 

（謝礼の支給） 

第 4 条 謝礼の支給日は、公益事業イベント終了後とし、支給方法は、法令の規

定に基づき控除すべき金額を控除し、その残額を通貨又は当該者の指定

する銀行口座に振り込む方法により支給する。 

 （旅費） 

第 5 条 旅費は、公益事業イベントボランティアの旅費支払いは発生しない。 

（改廃） 

第６条 この規程の改廃は、理事会の決議を経て行う。 

（補則） 

第７条 この規程の実施に関する必要な事項は、会長が理事会の承認を経て、別

に定めるものとする。 

附則 

 この規定は、令和 4年 12月 18日より施行する。 



会計処理・事務規程 

第１章 総 則 

（目的）  

第１条 この規程は、公益社団法人広島県診療放射線技師会（以下「当会」と

いう。）の会計に関し必要な事項を定め、もって会計処理を迅速かつ

正確に処理し、当会の収支の状況及び財産の状態を明らかにして、真

実明瞭な報告の提供と能率的運営を図ることを目的とする。     

（適用範囲）  

第２条 この規程は、当会の会計に関する事項に適用する。 

 

（会計処理の原則）  

第３条 会計処理の原則及び手続は、定款、この規程及び公益法人会計基準の

定めによるほか一般に公正妥当と認められる会計原則に準拠するもの

とする。 

（会計年度）  

第４条  会計年度は、定款に定める事業年度に従い、毎年４月 1日から翌 

    年３月３１日までとする。 

（会計区分）  

第５条 当会の会計区分は、次のとおりとする。 

（１）体験活動、講演、相談等の事業による県民への知識の普及啓発事業 

（２）セミナー等による放射線技術学の向上のための研修事業 

（３）放射線に関する情報を出版等により提供を行う事業 

（４）会員に対する相互扶助事業 

（５）会員に対する表彰事業 

（６）管理費（法人会計） 

（会計責任者）  

第６条 会計責任者は会計担当理事とする。 

 

第２章 勘定及び帳簿 

（勘定科目の設定）  

第７条 当会の会計においては、財産状態及び正味財産増減のすべての状況を 

的確に把握するため必要な勘定科目を設ける。 

２ 勘定科目の名称は、「公益法人会計基準」の運用指針の財務諸表の科 



目に基づいて会長が別に定める。   

（帳簿等）  

第８条 会計帳簿は次のとおりとする。 

（１）主要簿  

ア．仕訳帳（領収書） 

イ．総勘定元帳 

（２）補助簿 

 ア．現金出納帳 

イ．会費明細台帳（会員管理台帳） 

ウ．その他の補助簿 

   ２ 会計担当常務理事は、資産及び出納がもれなく把握される限りにお

いて、文書による指示により、前項の帳簿の全部または一部を免除

することができる。 

（会計伝票）  

第９条  一切の取引は、会計伝票により処理し、会計帳簿は、会計伝票に基づ

いて記帳する。 

    ２  会計伝票の種類は、入金伝票、出金伝票、振替伝票の３種類とする。 

    ３  会計伝票は、その取引が正当であり、計算が正確であることを証する

証拠書類（領収書）に基づいて発行し、その証拠書類（領収書）は、

必ず添付しなければならない。 

    ４  会計伝票は、発行者がこれに捺印し、会計担当理事（又は会長）の検

印を受けなければならない。 

（帳簿の照合）  

第 10条 補助簿の金額は、毎月末日に総勘定元帳の金額と照合しなければなら

ない。 

（帳簿の更新）  

第 11条 帳簿は、原則として会計年度ごとに更新する。 

（帳簿書類の保存期間）  

第 12条 帳簿、伝票、書類の保存期間は次のとおりとする。ただし、法令に定

める期間がこれを超えるものについては、その定めによる。 

（１）予算書類          １０年 

（２）決算書類          １０年 

（３）会計帳簿、伝票    １０年 



（４）証拠書類          １０年 

（５）その他の書類      ５年 

    ２  保存期間は、会計年度終了日の翌日から起算する。 

    ３  保存期間の経過した帳簿書類は、会長の承認を受けて処分する。 

  ４ 定款及び総会・理事会議事録の保存期間に関しては、永久保存とす 

る。 

 

第３章 出 納 

（金銭の範囲）  

第 13条 この規程において、金銭とは、現金及び預貯金をいう。 

    ２  現金とは、通貨のほか、随時に通貨と引き換えることができる小切

手、証書などをいう。 

    ３  有価証券及び手形は、金銭に準じて扱う。 

（出納責任者）  

第 14条 金銭の出納、保管に関しては、会計担当理事が管理を行う。 

 

（金銭出納）  

第 15条 金銭を収納したときは、会計担当理事が特に認めた場合のほか、日々

遅滞なく銀行に入れ、支出に充ててはならない。 

    ２  支払いは、少額のものを除き、原則として銀行振込みによることと

し、会計担当理事（又は会長）の承認を得て行うものとする。 

  ３ 決済は原則会長決済とするが、１０万円未満の支払いについては会計

担当理事の決済でも可能とする。 

（金融機関との取引）  

第 16条 預金の名義人は会長とする。ただし、会計担当理事を払出代理人とす

ることができる。 

    ２  金融機関との取引を開始し、又は廃止するときは、会長の承認を受け

なければならない。 

（公印管理）  

第 17条 当会代表印及び出納に使用する印鑑は、会長が保管し、管理するもの

とする。 



  ２  当会代表印は、あらかじめ会長の決裁を受けた発送文書その他のもの

以外にはこれを使用することはできない。 

（手許現金）  

第 18条 会計担当理事は、日々の現金支払いに充てるため、必要最小限の手許

現金をおくことができる。 

（残高照合）  

第 19条 会計担当理事は、最低一月に 1回、出納締切り後、現金残高と現金出

納帳の残高を照合しなければならない。 

    ２  預貯金については、毎月末、預金残高と預金出納帳の残高を照合しな

ければならない。 

    ３  前２項の場合において、差額のあるときは、速やかに会長に報告し、

その指示を受けるものとする。 

（現金過不足）  

第 20条 金銭に過不足が生じたときは、会計担当理事は遅滞なく会長に報告

し、その処置については会長の指示に従うものとする。 

 

第４章 固定資産 

（固定資産の範囲）  

第 21条 固定資産とは、次の各号をいい、基本財産、特定資産及びその他の固

定資産を区別するものとする。 

（１）基本財産 

ア．定期預金（三菱ＵＦＪ信託銀行 広島中央支店 槇殿賞・石井

賞） 

（２）特定資産 

ア．記念事業積立預金（ゆうちょ銀行 広島貯金事務センター） 

（３）その他固定資産 

 ア．敷金 

 イ．什器備品 

２ 有形固定資産及び無形固定資産は、耐用年数が１年以上で、かつ、取 

得価額が２０万円以上の資産をいう。 

（固定資産の管理）  

第 22条 固定資産の管理は、固定資産台帳を設けて、その保全状況及び異動に

ついて記録し、異動、毀損、滅失があった場合は、会計担当理事に報

告しなければならない。 



（基本財産の取扱い）  

第 23条 当会の基本財産の取り崩しは理事会での決議を必要とする。 

  ２ 基本財産の運用益は、会員に対する表彰事業の収入として充てること

ができる。 

（記念事業積立資金）  

第 24条 記念事業積立資金は、特定費用準備資金として５年毎の記念事業とし

て積み立て、また記念事業のみに使用するものとする。 

  ２ 記念事業積立資金の積み立て及び使用並びに管理については別途理事

会で定める。 

（物品の管理）  

第 25条 物品として管理しなければならない消耗品、図書などの管理は、固定

資産に準じて物品管理台帳を設け、管理するものとする。 

    ２  物品の管理に関しては、会計担当理事が管理するものとする。 

 

第５章 予 算 

（予算の目的）  

第 26条 予算は、明確な事業計画に基づいて、資金との調整を図って編成し、

事業活動の円滑な運営に資することを目的とする。 

（予算の作成）  

第 27条 本会の事業計画と予算は、毎事業年度開始前に作成し、理事会の承認

を得て会長が定める。 

    ２  前項の事業計画及び予算は、広島県に届け出なければならない。 

（予算の執行者）  

第 28条 予算の執行者は会長とする。 

（予備費の計上）  

第 29条 予測しがたい支出に充てるため、相当額の予備費を計上することがで

きる。 

（予算の流用）  

第 30条 予算の執行に当たり、会長が特に必要と認めたときは、科目相互間に

おいて資金を流用することができる。 

（予備費の使用）  

第 31条 予備費を支出する必要のあるときは、会長の承認を得て行い、理事会

に報告しなければならない。 



（予算の補正） 

第 32条 予算の補正を必要とするときは、会長は補正予算を作成して、理事会

の承認を得、広島県に届け出なければならない。 

 

第６章 決 算 

（決算の目的）  

第 33条 決算は、一定期間の会計記録を整理し、当該期間の収支を計算すると

ともに、その期末の財政状態を明らかにすることを目的とする。 

（計算書類の作成）  

第 34条 本会は、毎事業年度終了後３か月以内に事業報告書及び次の決算書類

を作成し、理事会及び総会の承認を得、広島県に届出をしなければな

らない。 

    （１）貸借対照表 

    （２）損益計算書（正味財産増減計算書） 

（３）貸借対照表及び損益計算書（正味財産増減計算書)の附属明細

書 

    （４）財産目録 

（重要な会計方針） 

第 35条 本会の有形固定資産の減価償却の方法は原則、定率法とする。 

   ２ 建物及び構築物を所有した場合は、定額法とする。 

   ３ 当会の消費税等の会計処理は、税込み方式とする。 

（監査及び届出）  

第 36条 前条の決算書類は、監事の監査を受け、理事会及び総会の承認を得た

後に、事業報告書とともに広島県に届出をする。 

（改廃）  

第 37条 本規程を改廃する場合は、理事会の承認を得て行うものとする。 

 

附則  

１この規程は、平成 24年 9 月 23日から施行する。 

２平成 30 年 6 月 10 日第 1 条、7 条、21 条、23 条、34 条の一部改正 

３令和 4年 12月 18日第 6，9，14，15，16，17，18，19，20，22，25条の一

部改正、第 35条を制定 

 

 


